
京都大学における個人情報の保護に関する規程（平成１７年達示第１号） 

 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規程は、独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成１５年

法律第５７５９号。以下「法」という。）に基づき、国立大学法人京都大学（以下「本学」

という。）における個人情報の取扱い及び国立大学法人京都大学匿名非識別加工情報（国

立大学法人京都大学匿名非識別加工情報ファイルを構成するものに限る。）の提供に関す

る事項その他個人情報の保護に関し必要な事項を定める。 

（定義） 

第２条 この規程において「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、次の各

号のいずれかに該当するものをいう。 

(1) 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若しくは電磁的記録

（電磁的方式（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができ

ない方式をいう。次項第２号において同じ。）で作られる記録をいう。以下同じ。）に記

載され、若しくは記録され、又は音声、動作その他の方法を用いて表された一切の事項

（個人識別符号を除く。）をいう。以下同じ。）により特定の個人を識別することができ

るもの（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別すること

ができることとなるものを含む。） 

(2) 個人識別符号が含まれるもの 

２ この規程において「個人識別符号」とは、次の各号のいずれかに該当する文字、番号、

記号その他の符号のうち、独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律施行

令（平成１５年政令第５０７５４９号。以下「政令」という。）第１条に定めるものをい

う。 

(1) 特定の個人の身体の一部の特徴を電子計算機の用に供するために変換した文字、番

号、記号その他の符号であって、当該特定の個人を識別することができるもの 

(2) 個人に提供される役務の利用若しくは個人に販売される商品の購入に関し割り当て

られ、又は個人に発行されるカードその他の書類に記載され、若しくは電磁的方式によ

り記録された文字、番号、記号その他の符号であって、その利用者若しくは購入者又は

発行を受ける者ごとに異なるものとなるように割り当てられ、又は記載され、若しくは

記録されることにより、特定の利用者若しくは購入者又は発行を受ける者を識別する

ことができるもの 

３ この規程において「要配慮個人情報」とは、本人の人種、信条、社会的身分、病歴、犯

罪の経歴、犯罪により害を被った事実その他本人に対する不当な差別、偏見その他の不利

益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要するものとして政令第２条に定める記述

等が含まれる個人情報をいう。 



４ この規程において「行政機関」とは、法第２条第８項に掲げる機関をいう。 

５ この規程において「独立行政法人等」とは、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１

０３号）第２条第１項に規定する独立行政法人及び法別表第１に掲げる法人をいう。 

６ この規程において「個人情報データベース等」とは、個人情報を含む情報の集合物であ

って、次に掲げるもの（利用方法からみて個人の権利利益を害するおそれが少ないものと

して政令で定めるものを除く。）をいう。 

(1) 特定の個人情報を電子計算機を用いて検索することができるように体系的に構成し

たもの 

(2) 前号に掲げるもののほか、特定の個人情報を容易に検索することができるように体

系的に構成したものとして政令で定めるもの 

７ この規程において「個人情報取扱事業者」とは、個人情報データベース等を事業の用に

供している者をいう。ただし、次に掲げる者を除く。 

(1) 国の機関 

(2) 地方公共団体 

(3) 独立行政法人等（法別表第２に掲げる法人を除く。） 

(4) 地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２条第１項に規定する地方独立

行政法人 

８ この規程において「個人データ」とは、個人情報データベース等を構成する個人情報を

いう。 

９４ この規程において「保有個人情報」とは、本学の役員又は職員（派遣労働者を含む。

以下「職員等」という。）が職務上作成し、又は取得した個人情報であって、本学の職員

等が組織的に利用するものとして、本学が保有しているものをいう。ただし、独立行政法

人等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３年法律第１４０号。以下「独立行政法

人等情報公開法」という。）第２条第２項に規定する法人文書に記録されているものに限

る。 

１０５ この規程において「個人情報ファイル」とは、保有個人情報を含む情報の集合物で

あって、次に掲げるものをいう。 

(1) 一定の事務の目的を達成するために特定の保有個人情報を電子計算機を用いて検索

することができるように体系的に構成したもの 

(2) 前号に掲げるもののほか、一定の事務の目的を達成するために氏名、生年月日、その

他の記述等により特定の保有個人情報を容易に検索することができるように体系的に

構成したもの 

１１６ この規程において個人情報について「本人」とは、個人情報によって識別される特

定の個人をいう。 

１２ この規程において「仮名加工情報」とは、次の各号に掲げる個人情報の区分に応じて

当該各号に定める措置を講じて他の情報と照合しない限り特定の個人を識別することが



できないように個人情報を加工して得られる個人に関する情報をいう。 

(1) 第１項第１号に該当する個人情報当該個人情報に含まれる記述等の一部を削除する

こと（当該一部の記述等を復元することのできる規則性を有しない方法により他の記

述等に置き換えることを含む。）。 

(2) 第１項第２号に該当する個人情報当該個人情報に含まれる個人識別符号の全部を削

除すること（当該個人識別符号を復元することのできる規則性を有しない方法により

他の記述等に置き換えることを含む。）。 

１３ この規程において「仮名加工情報取扱事業者」とは、仮名加工情報を含む情報の集合

物であって、特定の仮名加工情報を電子計算機を用いて検索することができるように体

系的に構成したものその他特定の仮名加工情報を容易に検索することができるように体

系的に構成したものとして政令で定めるもの（法第４１条第１項において「仮名加工情報

データベース等」という。）を事業の用に供している者をいう。ただし、第７項各号に掲

げる者を除く。 

１４７ この規程において「匿名非識別加工情報」とは、次の各号に掲げる個人情報（他の

情報と照合することができ、それにより特定の個人を識別することができることとなる

もの（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別することがで

きることとなるものを除く。）を除く。以下この項において同じ。）の区分に応じて当該各

号に定める措置を講じて特定の個人を識別することができない（個人に関する情報につ

いて、当該個人に関する情報に含まれる記述等により、又は当該個人に関する情報が他の

情報と照合することができる個人に関する情報である場合にあっては他の情報（当該個

人に関する情報の全部又は一部を含む個人情報その他の独立行政法人等の保有する個人

情報の保護に関する法律第４章の２の規定による独立行政法人等非識別加工情報の提供

に関する規則（以下「委員会規則」という。）第２条に定める情報を除く。）と照合するこ

とにより、特定の個人を識別することができないことをいう。第４６条の７第２項におい

て同じ。）ように個人情報を加工して得られる個人に関する情報であって、当該個人情報

を復元することができないようにしたものをいう。 

(1) 第１項第１号に該当する個人情報 当該個人情報に含まれる記述等の一部を削除す

ること（当該一部の記述等を復元することのできる規則性を有しない方法により他の

記述等に置き換えることを含む。）。 

(2) 第１項第２号に該当する個人情報 当該個人情報に含まれる個人識別符号の全部を

削除すること（当該個人識別符号を復元することのできる規則性を有しない方法によ

り他の記述等に置き換えることを含む。）。 

１５８ この規程において「国立大学法人京都大学匿名非識別加工情報」とは、次の各号の

いずれにも該当する個人情報ファイルを構成する保有個人情報（他の情報と照合するこ

とができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるもの（他の情報と容

易に照合することができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるも



のを除く。）を除く。以下この項において同じ。）の全部又は一部（これらの一部に独立行

政法人等情報公開法第５条に規定する不開示情報（同条第１号に掲げる情報を除き、同条

第２号ただし書に規定する情報を含むく。以下この項において同じ。）が含まれていると

きは、当該不開示情報に該当する部分を除く。）を加工して得られる匿名非識別加工情報

をいう。 

(1) 法第７５１１条第２項各号のいずれかに該当するもの又は同条第３項の規定により

同条第１項に規定する個人情報ファイル簿に掲載しないこととされるものでないこと。 

(2) 本学に対し、当該個人情報ファイルを構成する保有個人情報が記録されている法人

文書の独立行政法人等情報公開法第３条の規定による開示の請求があったとしたなら

ば、次のいずれかを行うこととなるものであること。 

イ 当該法人文書に記録されている保有個人情報の全部又は一部を開示する旨の決定

をすること。 

ロ 独立行政法人等情報公開法第１４条第１項又は第２項の規定により意見書の提出

の機会を与えること。 

(3) 本学の事務及び事業の適正かつ円滑な運営に支障のない範囲内で、第６４４６条の

７第２項の基準に従い、当該個人情報ファイルを構成する保有個人情報を加工して匿

名非識別加工情報を作成することができるものであること。 

１６９ この規程において「国立大学法人京都大学匿名非識別加工情報ファイル」とは、国

立大学法人京都大学匿名非識別加工情報を含む情報の集合物であって、次に掲げるもの

をいう。 

(1) 特定の国立大学法人京都大学匿名非識別加工情報を電子計算機を用いて検索するこ

とができるように体系的に構成したもの 

(2) 前号に掲げるもののほか、本項に規定する情報の集合物これに含まれる国立大学法

人京都大学匿名非識別加工情報を一定の規則に従って整理することにより特定の国立

大学法人京都大学匿名非識別加工情報を容易に検索することができるように体系的に

構成したもの情報の集合物であって、目次、索引その他検索を容易にするためのものを

有するもの 

１７ この規程において「個人関連情報」とは、生存する個人に関する情報であって、個人

情報、仮名加工情報及び匿名加工情報のいずれにも該当しないものをいう。 

１８ この規程において「学術研究機関等」とは、大学その他の学術研究を目的とする機関

若しくは団体又はそれらに属する者をいう。 

（職員等の責務） 

第２条の２ 職員等は、関係法令、規程等を遵守するとともに、総括保護管理者、保護管理

者及び保護担当者の指示に従い、保有個人情報を取り扱わなければならない。 

 

第２章 個人情報保護の管理体制 



（総括保護管理者） 

第３条 本学に、保有個人情報の適正な管理を行うため、総括保護管理者を置き、総務担当

の理事をもって充てる。 

２ 総括保護管理者は、本学における保有個人情報の管理に関する事務を総括する。 

（保護管理者） 

第４条 保有個人情報を取り扱う部局（各研究科等（研究科、附置研究所、附属図書館、医

学部附属病院又はセンター等（国立大学法人京都大学の組織に関する規程（平成１６年達

示第１号。以下この項において「組織規程」という。）第３章第７節及び第８節並びに第

９節から第１２節までに定める施設等をいう。）をいい、組織規程第５６条第１項の部局

事務部等を含む。）、事務本部の課若しくは室又は共通事務部の課若しくはセンターをい

う。以下同じ。）に保護管理者を置き、当該部局の長（全学教員部にあっては、総長が指

名する理事）をもって充てる。 

２ 保護管理者は、当該部局における保有個人情報の管理に関する事務を行う。 

３ 保護管理者は、前項の事務を行うにあたって、当該部局における保有個人情報を情報シ

ステム（京都大学の情報セキュリティ対策に関する規程（平成１５年達示第４３号。以下

「セキュリティ対策規程」という。）第２条第２号に定めるものをいう。以下同じ。）にお

いて取り扱う場合は、当該部局の部局情報セキュリティ技術責任者（セキュリティ対策規

程第５条の２第１項に定めるものをいう。）と連携して行うものとする。 

（保護担当者） 

第５条 各部局に保護担当者を置き、当該部局の職員（学系、学域及び全学教員部にあって

は、当該組織の事務を処理する事務組織の職員を含む。）のうちから保護管理者が指名す

る。 

２ 保護担当者は、保護管理者を補佐する。 

（監査責任者） 

第６条 本学に監査責任者を置き、総括保護管理者総長が指名する者監事をもって充てる。 

２ 監査責任者は、本学における保有個人情報の管理状況を監査する。 

（委員会） 

第６条の２ 総括保護管理者は、必要と認めるときは、保有個人情報の管理に係る重要事項

の決定、連絡・調整等を行うため、委員会を置くことができる。 

２ 委員会に関し必要な事項は、総括保護管理者が定める。 

 

第２章の２ 教育研修 

第６条の３ 総括保護管理者は、次の各号に掲げる者に対し、当該各号に掲げる教育研修を

行うものとする。 

(1) 保護管理者及び保護担当者 部局における保有個人情報の適切な管理のための教育

研修 



(2) 保有個人情報の取扱いに従事する職員等 保有個人情報の取扱いについて理解を深

め、個人情報の保護に関する意識の高揚を図るための啓発その他必要な教育研修 

２ 最高情報セキュリティ責任者（セキュリティ対策規程第４条第１項に定めるものをい

う。）は、保有個人情報を取り扱う情報システムの管理に関する事務に従事する職員等に

対し、保有個人情報の適切な管理のために必要な情報システムの管理、運用及びセキュリ

ティ対策に関する教育研修を行うものとする。 

３ 保護管理者は、当該部局の職員等に対し、保有個人情報の適切な管理のために、前２項

に定める教育研修への参加の機会を付与する等の必要な措置を講ずるものとする。 

 

第３章 個人情報の取扱いに係る義務 

（利用目的の特定個人情報の保有の制限等） 

第７条 職員等は、職務上個人情報を取り扱う作成し、又は取得するに当あたっては、本学

の業務（国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）第２２条の規定により本学が実施

する業務をいう。以下同じ。）を遂行するため必要な場合に限り、かつ、その利用の目的

（以下「利用目的」という。）をできる限り特定しなければならない。 

２ 職員等は、前項の規定により特定された利用の目的（以下「利用目的」という。）の達

成に必要な範囲を超えて、個人情報を保有してはならない。 

２３ 職員等は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と相当の関連性を有する

と合理的に認められる範囲を超えて行ってはならない。 

（利用目的による制限） 

第８条 職員等は、あらかじめ本人の同意を得ないで、前条の規定により特定された利用目

的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱ってはならない。 

２ 職員等は、合併その他の事由により他の個人情報取扱事業者から事業を承継すること

に伴って個人情報を取得した場合は、あらかじめ本人の同意を得ないで、承継前における

当該個人情報の利用目的の達成に必要な範囲を超えて、当該個人情報を取り扱ってはな

らない。 

３ 前２項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 

(1) 法令に基づく場合 

(2) 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得る

ことが困難であるとき。 

(3) 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、

本人の同意を得ることが困難であるとき。 

(4) 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行

することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当

該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

(5) 職員等が、当該個人情報を学術研究の用に供する目的（以下この章において「学術研



究目的」という。）で取り扱う必要があるとき（当該個人情報を取り扱う目的の一部が

学術研究目的である場合を含み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある場合

を除く。）。 

(6) 学術研究機関等に個人データを提供する場合であって、当該学術研究機関等が当該

個人データを学術研究目的で取り扱う必要があるとき（当該個人データを取り扱う目

的の一部が学術研究目的である場合を含み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれ

がある場合を除く。）。 

（利用目的の明示） 

第８条 職員等は、本人から直接書面（電磁的記録を含む。）に記録された当該本人の個人

情報を取得するときは、次に掲げる場合を除き、あらかじめ、本人に対し、その利用目的

を明示しなければならない。 

(1) 人の生命、身体又は財産の保護のために緊急に必要があるとき。 

(2) 利用目的を本人に明示することにより、本人又は第三者の生命、身体、財産その他の

権利利益を害するおそれがあるとき。 

(3) 利用目的を本人に明示することにより、国の機関、独立行政法人等（独立行政法人通

則法（平成１１年法律第１０３号）第２条第１項に規定する独立行政法人及び法別表に

掲げる法人をいう。以下同じ。）、地方公共団体又は地方独立行政法人が行う事務又は事

業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

(4) 取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められるとき。 

（不適正な利用の禁止） 

第９条 職員等は、違法又は不当な行為を助長し、又は誘発するおそれがある方法により個

人情報を利用してはならない。 

（適正な取得） 

第１０９条 職員等は、偽りその他不正の手段により個人情報を取得してはならない。 

２ 職員等は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を得ないで、 要配慮個

人情報を取得してはならない。 

(1) 法令に基づく場合 

(2) 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得る

ことが困難であるとき。 

(3) 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、

本人の同意を得ることが困難であるとき。 

(4) 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行

することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当

該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

(5) 職員等が、当該要配慮個人情報を学術研究目的で取り扱う必要があるとき（当該要配

慮個人情報を取り扱う目的の一部が学術研究目的である場合を含み、個人の権利利益



を不当に侵害するおそれがある場合を除く。）。 

(6) 学術研究機関等から当該要配慮個人情報を取得する場合であって、当該要配慮個人

情報を学術研究目的で取得する必要があるとき（当該要配慮個人情報を取得する目的

の一部が学術研究目的である場合を含み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれが

ある場合を除く。）（職員等と当該学術研究機関等が共同して学術研究を行う場合に限

る。）。 

(7) 当該要配慮個人情報が、本人、国の機関、地方公共団体、学術研究機関等、法第５７

条第１項各号に掲げる者その他個人情報の保護に関する法律施行規則（平成２８年個

人情報保護委員会規則第３号。以下「個人情報保護委員会規則」という。）で定める者

により公開されている場合 

(8) その他前各号に掲げる場合に準ずるものとして政令第９条で定める場合 

（取得に際しての利用目的の通知等） 

第１１条 職員等は、個人情報を取得した場合は、あらかじめその利用目的を公表している

場合を除き、速やかに、その利用目的を、本人に通知し、又は公表しなければならない。 

２ 職員等は、前項の規定にかかわらず、本学と本人との間で契約を締結することに伴って

契約書その他の書面（電磁的記録を含む。以下この項において同じ。）に記載された当該

本人の個人情報を取得する場合その他本人から直接書面に記載された当該本人の個人情

報を取得する場合は、あらかじめ、本人に対し、その利用目的を明示しなければならない。

ただし、人の生命、身体又は財産の保護のために緊急に必要がある場合は、この限りでな

い。 

３ 職員等は、利用目的を変更した場合は、変更された利用目的について、本人に通知し、

又は公表しなければならない。 

４ 前３項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 

(1) 利用目的を本人に通知し、又は公表することにより本人又は第三者の生命、身体、財

産その他の権利利益を害するおそれがある場合 

(2) 利用目的を本人に通知し、又は公表することにより本学の権利又は正当な利益を害

するおそれがある場合 

(3) 国の機関又は地方公共団体が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必

要がある場合であって、利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当該事務の

遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

(4) 取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められる場合 

（データ内容の正確性の確保等） 

第１２１０条 保有個人データ情報を取り扱う職員等は、利用目的の達成に必要な範囲内

においてで、当該保有個人データ情報（国立大学法人京都大学非識別加工情報（国立大学

法人京都大学非識別加工情報ファイルを構成するものに限る。）及び削除情報（第４６条

の２第３項に規定する削除情報をいう。）に該当するものを除く。次条第１項、第１３条



及び第２０条第１項において同じ。）を正確かつ最新の内容に保つとともに、利用する必

要がなくなったときは、当該個人データ（保有個人情報に該当しないものに限る。）を遅

滞なく消去するよう努めなければならない。が過去又は現在の事実と合致するよう努め

なければならない。 

２ 保有個人データ情報を取り扱う職員等は、保有個人情報を情報システムに入力する際

には、その重要度に応じて、既存の保有個人データ情報の確認、入力原票と入力内容との

照合、入力前後の保有個人情報と入力後の個人データの照合等を行うものとする。 

３ 前２項の職員等は、取り扱う保有個人データ情報の内容に誤り等を発見した場合は、保

護管理者の指示に従い、訂正等を行うものとする。 

（安全管理措置安全確保の措置等） 

第１３１１条 保護管理者は、当該部局における保有個人データ情報の漏えい、滅失又は毀

損の防止その他保有個人データ情報の安全適切な管理のために必要かつ適切な措置を講

じるとともに、必要に応じ、保有個人データ情報の利用者の制限、保有個人データ情報の

取扱いに関する必要かつ適切な指示その他の合理的な安全対策を講じるものとする。 

２ 保有個人データ情報は、前項の利用者の制限を受けていない職員等が利用する場合に

限り、取り扱うことができる。ただし、次の各号に掲げる行為については、保護管理者が

保有個人データ情報の秘匿性等その内容に応じて必要と認める場合に限り取り扱うこと

ができるものとし、この場合、職員等は、保護管理者の指示に従い取り扱うものとする。 

(1) 保有個人データ情報の複製 

(2) 保有個人データ情報の送信 

(3) 保有個人データ情報が記録されている媒体の外部への送付又は持ち出し 

(4) その他保有個人データ情報の適切な管理に支障を及ぼすおそれのある行為 

３ 職員等は、保護管理者の指示に従い、保有個人データ情報が記録されている媒体を定め

られた場所に保管するとともに、必要があると認めるときは、耐火金庫等への保管、施錠

等を行うものとする。 

４ 職員等は、保有個人データ情報又は保有個人データ情報が記録されている媒体（端末及

びサーバに内蔵されているものを含む。）が不要となった場合には、保護管理者の指示に

従い、当該保有個人データ情報の復元又は判読が不可能な方法により当該情報の消去又

は当該媒体の廃棄を行うものとする。 

５ 保護管理者は、保有個人データ情報の秘匿性等その内容に応じて、当該保有個人データ

情報にアクセスする権限（以下「アクセス権限」という。）を有する職員等及びその者の

有する権限の範囲を、その利用目的を達成するために必要最小限に限るものとする。 

６ アクセス権限を有しない職員等は、保有個人データ情報にアクセスしてはならない。 

７ 職員等は、アクセス権限を有する場合であっても、利用目的以外の目的のために保有個

人データ情報にアクセスしてはならない。 

８ 保護管理者は、保有個人データ情報の秘匿性等その内容に応じて、台帳等を整備し、当



該保有個人データ情報の利用、保管等の取扱いの状況について記録するものとする。 

９ 保有個人データ情報がセキュリティ対策規程第３条第１項第４号、第５号又は第６号

に該当する場合、当該保有個人データ情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の管理は、

前各項に定めるもののほか、同規程の定めるところによる。 

（従事者の義務） 

第１４１２条 保有個人情報の取扱いに従事する職員等又はこれらの職にあった者は、そ

の業務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利

用してはならない。  

（利用及び提供の制限） 

第１３条 職員等は、法令に基づく場合を除き、利用目的以外の目的のために保有個人情報

を自ら利用し、又は提供してはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、職員等は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、当該保有個

人情報を利用目的以外の目的のために自ら利用し、又は提供することによって、本人又は

第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがないと認められるときは、利用目的以外の

目的のために保有個人情報を自ら利用し、又は提供することができる。 

(1) 本人の同意があるとき又は本人に提供するとき。 

(2) 本学の業務の遂行に必要な限度で保有個人情報を内部で利用する場合であって、当

該保有個人情報を利用することについて相当な理由のあるとき。  

(3) 行政機関（行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５８

号）第２条第１項に規定する行政機関をいう。以下同じ。）、他の独立行政法人等、地方

公共団体又は地方独立行政法人に保有個人情報を提供する場合において、保有個人情

報の提供を受ける者が、法令の定める事務又は業務の遂行に必要な限度で提供に係る

個人情報を利用し、かつ、当該個人情報を利用することについて相当な理由のあるとき。 

(4) 前３号に掲げる場合のほか、専ら統計の作成又は学術研究の目的のために保有個人

情報を提供するとき、本人以外の者に提供することが明らかに本人の利益になるとき、

その他保有個人情報を提供することについて特別の理由のあるとき。 

３ 前項の規定は、保有個人情報の利用又は提供を制限する法令の規定の適用を妨げるも

のではない。 

４ 総括保護管理者は、個人の権利利益を保護するため特に必要があると認めるときは、保

有個人情報の利用目的以外の目的のための本学の内部における利用を特定の職員等に限

るものとする。 

（保有個人情報の提供を受ける者に対する措置要求） 

第１４条 前条第２項第３号又は第４号（削除）の規定による保有個人情報の提供は、当該

行政機関等からの申請に基づき、保護管理者が行う。この場合において、保護管理者は、

必要があると認めるときは、保有個人情報の提供を受ける者に対し、提供に係る個人情報

について、その利用の目的若しくは方法の制限その他必要な制限を付し、又はその漏えい



の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講ずることを求めるものと

する。 

２ 前項後段に定めるもののほか、行政機関及び独立行政法人等以外の者に保有個人情報

を提供する場合には、保護管理者は、提供先における利用目的、利用する業務の根拠法令、

利用する記録範囲及び記録項目、利用形態等について書面を取り交わすとともに、安全確

保の措置を要求し、必要があると認めるときは、提供前又は随時に実地の調査等を行い、

措置状況の確認及びその結果の記録をし、又は改善要求等の措置を講ずるものとする。 

（委託先の監督保有個人情報取扱い業務受託業者に対する措置要求） 

第１５条 保護管理者は、保有個人データ情報の取扱いに係る業務を外部に委託する場合

は、委託先において保有個人データ情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の保有個人

データ情報の安全適切な管理のために必要かつ適切な監督を行うとともに措置が講じら

れていることを確認し、かつ、合理的な方法書面により、委託先における責任者及び業務

従事者の管理並びに実施に係る体制、個人情報の管理の状況についての検査に関する事

項その他個人情報の管理に関し必要な事項を確認し、個人情報の適切な管理を行う能力

を有する者が選定され、及び当該委託に係る契約書、仕様書等に次に掲げる事項が明記さ

れるよう必要かつ適切な措置を講じるものとする。 

(1) 個人データ情報に関する秘密保持、目的外利用の禁止等の義務 

(2) 再委託（再委託先が委託先の子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第１

項第３号に規定する子会社をいう。）である場合も含む。本号及び第３項において同じ。）

の制限又は事前承認等再委託に係る条件に関する事項 

(3) 個人データ情報の複製等の制限に関する事項 

(4) 個人データ情報の漏えい等の事案の発生時における対応に関する事項 

(5) 委託終了時における個人データ情報の消去及び媒体の返却に関する事項 

(6) 違反した場合における契約解除、損害賠償責任その他必要な事項 

２ 保護管理者は、保有個人データ情報の取扱いに係る業務を外部に委託する場合は、委託

する業務に係る保有個人データ情報の秘匿性等その内容、量等に応じて、委託先における

管理体制及び実施体制並びに個人情報の管理の状況について、少なくとも年１回以上、原

則として実地検査により確認するものとする。 

３ 保護管理者は、委託先において、保有個人データ情報の取扱いに係る業務が再委託され

る場合は、委託先に第１項の措置を講じさせるとともに、再委託される業務に係る保有個

人データ情報の秘匿性等その内容に応じて、委託先を通じて又は自らが前項の措置を実

施するものとする。保有個人データ情報の取扱いに係る業務について再委託先が再々委

託を行う場合以降も同様とする。 

４ 保有個人データ情報の取扱いに係る業務を派遣労働者によって行わせる場合は、保護

管理者は、労働者派遣契約書に秘密保持義務等個人情報の取扱いに関する事項が明記さ

れるよう必要な措置を講じるものとする。 



５ 保有個人データ情報を提供し、又は保有個人データ情報の取扱いに係る業務を外部に

委託する場合は、保護管理者は、漏えい等による被害発生のリスクを低減する観点から、

提供先の利用目的、委託する業務の内容、保有個人データ情報の秘匿性等その内容等を考

慮し、必要に応じて、氏名を番号に置き換える等の匿名化措置を講じるものとする。 

（漏えい等の報告等事案の報告及び再発防止措置） 

第１６条 職員等は、保有個人データ情報の漏えい、滅失若しくは毀損その他の保有個人デ

ータ情報の安全確保の上で問題となる事案が発生し、又は発生するおそれがある場合に、

その事実を知った場合職員等は、直ちに当該保有個人データ情報を管理する保護管理者

に報告しなければならない。 

２ 前項の報告を受けた保護管理者は、直ちに被害の拡大防止又は復旧等のために必要な

措置を講じる。とともにまた、総括保護管理者に対し速やかに事案の状況を速報し、その

後速やかに事案の発生した経緯、被害状況等を調査し、総括保護管理者に報告する。ただ

し、特に重大と認める事案が発生した場合には、直ちに総括保護管理者に当該事案の内容

等について報告するものとする。 

３ 総括保護管理者は、前項の報告を受けた場合は、事案の内容等に応じて、当該事案の内

容、経緯、被害状況等を総長に速やかに報告する。 

４ 総括保護管理者は、第２項により受けた速報が、個人の権利利益を害するおそれが大き

いものとして個人情報保護委員会規則に定めるものに該当するの報告を受けた場合は、

同規則に定めるところにより事案の内容等に応じて、当該事案の内容、経緯、被害状況等

について、個人情報保護委員会及び関係省庁に報告しなければならない。対し、速やかに

情報提供を行うものとする。 

５ 保護管理者は、事案の発生した原因を分析し、再発防止のために必要な措置を講じると

ともに、個人情報保護委員会規則で定めるところにより事案の内容、影響等に応じて、総

括保護管理者と相談のうえ、当該事態が生じた旨の本人への通知、事実関係及び再発防止

策の公表、当該事案に係る本人への対応等の措置を講じなければならない。 

（監査、点検、評価及び見直し） 

第１７条 監査責任者は、保有個人データ情報の管理の状況について、定期に及び必要に応

じて随時に監査（外部監査を含む。以下第３項において同じ。）を行い、その結果を総括

保護管理者に報告する。 

（点検） 

２ 保護管理者は、当該部局における保有個人データ情報の記録媒体、処理経路、保管方法

等について、定期に及び必要に応じて随時に点検を行い、必要があると認めるときは、そ

の結果を総括保護管理者に報告する。 

（評価及び見直し） 

３ 総括保護管理者及び保護管理者は、監査又は点検の結果等を踏まえ、保有個人データ情

報の適切な管理のための措置について、実効性等の観点から評価し、必要があると認める



ときは、その見直し等の措置を講ずる。 

（保有個人情報の安全管理措置等） 

第１８条 第１２条、第１３条及び第１５条から前条までの規定は、本学において保有個人

情報を取り扱う業務を行う場合に準用する。この場合において、「個人データ」とあるの

は「保有個人情報」と、第１２条第１項中「保つとともに、利用する必要がなくなったと

きは、当該個人データ（保有個人情報に該当しないものに限る。）を遅滞なく消去するよ

う努めなければならない。」とあるのは「保つものとする。」と読み替える。 

（第三者提供の制限）  

第１９条 職員等は個人データを第三者に提供する必要がある場合は、あらかじめ保護管

理者の承認を得なければならない。 

２ 職員等は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を得ないで、個人データ

を第三者に提供してはならない。 

(1) 法令に基づく場合 

(2) 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得る

ことが困難であるとき。 

(3) 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、

本人の同意を得ることが困難であるとき。 

(4) 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行

することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当

該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

(5) 職員等による当該個人データの提供が、学術研究の成果の公表又は教授のためやむ

を得ないとき（個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある場合を除く。）。 

(6) 職員等が、当該個人データを学術研究目的で提供する必要があるとき（当該個人デー

タを提供する目的の一部が学術研究目的である場合を含み、個人の権利利益を不当に

侵害するおそれがある場合を除く。）（職員等と当該第三者が共同して学術研究を行う

場合に限る。）。 

(7) 当該第三者が学術研究機関等である場合であって、当該第三者が当該個人データを

学術研究目的で取り扱う必要があるとき（当該個人データを取り扱う目的の一部が学

術研究目的である場合を含み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある場合を

除く。）。 

３ 保護管理者は、所属の職員等が法第２７条第２項の規定により個人データを第三者に

提供しようとするときは、同項各号に定める事項について、個人情報保護委員会規則で定

めるところにより、あらかじめ、当該職員等に必要な手続きを行わせ、かつ、総括保護管

理者を通じて個人情報保護委員会に届け出なければならない。 

４ 前項の届出を受けた総括保護管理者は、個人情報保護委員会に届出を行った旨を、保護

管理者を通じて前項により個人データを第三者に提供しようとしている職員等に通知す



るものとする。 

５ 総括保護管理者及び保護管理者は、第３項の規定により届け出た事項に変更が生じる

とき又は同項による提供を停止するときは、個人情報保護委員会規則に定めるところに

より、あらかじめ、前２項と同様に必要な手続を行うとともに、個人情報保護委員会に届

け出なければならない。 

６ 次に掲げる場合において、当該個人データの提供を受ける者は、前各項の規定の適用に

ついては、第三者に該当しないものとする。 

(1) 保護管理者が利用目的の達成に必要な範囲内において個人データの取扱いの全部又

は一部を委託することに伴って当該個人データが提供される場合 

(2) 合併その他の事由による事業の承継に伴って個人データが提供される場合 

(3) 特定の者との間で共同して利用される個人データが当該特定の者に提供される場合

であって、その旨並びに共同して利用される個人データの項目、共同して利用する者の

範囲、利用する者の利用目的並びに当該個人データの管理について責任を有する者の

氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名について、あらかじめ、

本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置いているとき。 

７ 職員等は、前項第３号に規定する個人データの管理について責任を有する者の氏名、名

称若しくは住所又は法人にあっては、その代表者の氏名に変更があったときは遅滞なく、

同号に規定する利用する者の利用目的又は当該責任を有する者を変更しようとするとき

はあらかじめ、その旨について、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置かな

ければならない。 

（外国にある第三者への提供の制限） 

第２０条 職員等は、外国（法第２８条第１項の規定による個人情報の保護に関する制度を

有している外国として個人情報保護委員会規則で定めるものを除く。以下この条及び第

２３条第１項第２号において同じ。）にある第三者（個人データの取扱いについて法第４

章第２節の規定により個人情報取扱事業者が講ずべきこととされている措置に相当する

措置（第３項において「相当措置」という。）を継続的に講ずるために必要なものとして

個人情報保護委員会規則で定める基準に適合する体制を整備している者を除く。以下こ

の項及び次項並びに同号において同じ。）に個人データを提供する場合には、前条第２項

各号に掲げる場合を除くほか、あらかじめ外国にある第三者への提供を認める旨の本人

の同意を得なければならない。この場合において、同条（第１項を除く。）の規定は、適

用しない。 

２ 職員等は、前項の規定により本人の同意を得ようとする場合には、個人情報保護委員会

規則で定めるところにより、あらかじめ、当該外国における個人情報の保護に関する制度、

当該第三者が講ずる個人情報の保護のための措置その他当該本人に参考となるべき情報

を当該本人に提供しなければならない。 

３ 保護管理者は、職員等が個人データを外国にある第三者（第１項に規定する体制を整備



している者に限る。）に提供した場合には、個人情報保護委員会規則で定めるところによ

り、当該第三者による相当措置の継続的な実施を確保するために必要な措置を講ずると

ともに、本人の求めに応じて当該必要な措置に関する情報を当該本人に提供しなければ

ならない。 

（第三者提供に係る記録の作成等） 

第２１条 保護管理者は、職員等が個人データを第三者（第２条第７項各号に掲げる者を除

く。以下この条及び次条（第２３条第３項において読み替えて準用する場合を含む。）に

おいて同じ。）に提供したときは、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、当該

個人データを提供した年月日、当該第三者の氏名又は名称その他の個人情報保護委員会

規則で定める事項に関する記録を作成しなければならない。ただし、当該個人データの提

供が第１９条第２項各号又は第６項各号のいずれか（前条第１項の規定による個人デー

タの提供にあっては、第１９条第２項各号のいずれか）に該当する場合は、この限りでな

い。 

２ 保護管理者は、前項の記録を、当該記録を作成した日から個人情報保護委員会規則で定

める期間保存しなければならない。 

（第三者提供を受ける際の確認等） 

第２２条 保護管理者は、職員等が第三者から個人データの提供を受けるに際しては、個人

情報保護委員会規則で定めるところにより、次に掲げる事項の確認を行わなければなら

ない。ただし、当該個人データの提供が第１９条第２項各号又は第６項各号のいずれかに

該当する場合は、この限りでない。 

(1) 当該第三者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

(2) 当該第三者による当該個人データの取得の経緯 

２ 保護管理者は、前項の規定による確認を行ったときは、個人情報保護委員会規則で定め

るところにより、当該個人データの提供を受けた年月日、当該確認に係る事項その他の個

人情報保護委員会規則で定める事項に関する記録を作成しなければならない。 

３ 保護管理者は、前項の記録を、当該記録を作成した日から個人情報保護委員会規則で定

める期間保存しなければならない。 

（個人関連情報の第三者提供の制限等） 

第２３条 職員等は、第三者が個人関連情報（個人関連情報データベース等（個人関連情報

を含む情報の集合物であって、特定の個人関連情報を電子計算機を用いて検索すること

ができるように体系的に構成したものその他特定の個人関連情報を容易に検索すること

ができるように体系的に構成したものとして政令で定めるもの）を構成するものに限る。）

を個人データとして取得することが想定されるときは、第１９条第２項各号に掲げる場

合を除くほか、次に掲げる事項について、保護管理者があらかじめ個人情報保護委員会規

則で定めるところにより確認することを経ないで、当該個人関連情報を当該第三者に提

供してはならない。 



(1) 当該第三者が本学から個人関連情報の提供を受けて本人が識別される個人データと

して取得することを認める旨の当該本人の同意が得られていること。 

(2) 外国にある第三者への提供にあっては、前号の本人の同意を得ようとする場合にお

いて、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、あらかじめ、当該外国における

個人情報の保護に関する制度、当該第三者が講ずる個人情報の保護のための措置その

他当該本人に参考となるべき情報が当該本人に提供されていること。 

２ 第２０条第３項の規定は、前項の規定により職員等が個人関連情報を提供する場合に

ついて準用する。この場合において、同条第３項中「講ずるとともに、本人の求めに応じ

て当該必要な措置に関する情報を当該本人に提供し」とあるのは、「講じ」と読み替える

ものとする。 

３ 前条第２項及び第３項の規定は、第１項の規定により保護管理者が確認する場合につ

いて準用する。この場合において、同条第２項中「の提供を受けた」とあるのは、「を提

供した」と読み替えるものとする。 

（苦情の処理） 

第２４条 職員等は、個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処理に努めなけれ

ばならない。 

２ 総括保護管理者は、前項の目的を達成するために、個人情報の取扱いに関する苦情窓口

を総務部法務室に置く。 

３ 前項に定めるもののほか、医学部附属病院（以下「病院」という。）に、病院において

管理する患者の個人情報の取扱いに関する苦情窓口を置く。 

（仮名加工情報の作成等） 

第２５条 職員等は、仮名加工情報（仮名加工情報データベース等を構成するものに限る。）

を作成するときは、他の情報と照合しない限り特定の個人を識別することができないよ

うにするために必要なものとして個人情報保護委員会規則で定める基準に従い、個人情

報を加工しなければならない。 

２ 保護管理者は、所属の職員等が、仮名加工情報を作成したとき又は仮名加工情報及び当

該仮名加工情報に係る削除情報等（仮名加工情報の作成に用いられた個人情報から削除

された記述等及び個人識別符号並びに前項の規定により行われた加工の方法に関する情

報をいう。以下この条及び次条第３項において読み替えて準用する第７項において同じ。）

を取得したときは、削除情報等の漏えいを防止するために必要なものとして個人情報保

護委員会規則で定める基準に従い、削除情報等の安全管理のための措置を講じなければ

ならない。 

３ 職員等は、第８条の規定にかかわらず、法令に基づく場合を除くほか、第７条第１項の

規定により特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、仮名加工情報（個人情報で

あるものに限る。以下この条において同じ。）を取り扱ってはならない。 

４ 仮名加工情報についての第１１条の規定の適用については、同条第１項及び第３項中「、



本人に通知し、又は公表し」とあるのは「公表し」と、同条第４項第１号から第３号まで

の規定中「本人に通知し、又は公表する」とあるのは「公表する」とする。 

５ 職員等は、仮名加工情報である個人データ及び削除情報等を利用する必要がなくなっ

たときは、当該個人データ及び削除情報等（保有個人情報に該当しないものに限る。）を

遅滞なく消去するよう努めなければならない。この場合においては、第１２条の規定は、

適用しない。 

６ 職員等は、第１９条第１項から第３項並びに第２０条第１項の規定にかかわらず、法令

に基づく場合を除くほか、仮名加工情報である個人データを第三者に提供してはならな

い。この場合において、第１９条第６項中「前各項」とあるのは「第２５条第６項」と、

同項第３号中「、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置いて」とあるのは「公

表して」と、同条第７項中「、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置かなけ

れば」とあるのは「公表しなければ」と、第２１条第１項ただし書中「第１９条第２項各

号又は第６項各号のいずれか（前条第１項の規定による個人データの提供にあっては、第

１９条第２項各号のいずれか）」とあり、及び第２２条第１項ただし書中「第１９条第２

項各号又は第６項各号のいずれか」とあるのは「法令に基づく場合又は第１９条第６項各

号のいずれか」とする。 

７ 職員等は、仮名加工情報を取り扱うに当たっては、当該仮名加工情報の作成に用いられ

た個人情報に係る本人を識別するために、当該仮名加工情報を他の情報と照合してはな

らない。 

８ 職員等は、仮名加工情報を取り扱うに当たっては、電話、郵便若しくは信書便、電報そ

の他の法第４１条第８項で掲げる方法を用いるため、又は住居を訪問するために、当該仮

名加工情報に含まれる連絡先その他の情報を利用してはならない。 

９ 仮名加工情報及び仮名加工情報である個人データについては、第７条第２項及び第１

７条の規定は、適用しない。 

（仮名加工情報の第三者提供の制限等） 

第２６条 職員等は、法令に基づく場合を除くほか、仮名加工情報（個人情報であるものを

除く。次項及び第３項において同じ。）を第三者に提供してはならない。 

２ 第１９条第６項及び第７項の規定は、仮名加工情報の提供を受ける者について準用す

る。この場合において、同条第６項中「前各項」とあるのは「第２６条第１項」と、同項

第３号中「、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置いて」とあるのは「公表

して」と、同条第７項中「、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置かなけれ

ば」とあるのは「公表しなければ」と読み替えるものとする。 

３ 第１３条、第１５条、第２４条並びに前条第７項及び第８項の規定は、仮名加工情報取

扱事業者による仮名加工情報の取扱いについて準用する。この場合において、第１３条中

「漏えい、滅失又は毀損」とあるのは「漏えい」と、前条第七項中「ために、」とあるの

は「ために、削除情報等を取得し、又は」と読み替えるものとする。 



（学術研究機関等の責務） 

第２７条 職員等は、学術研究目的で行う個人情報の取扱いについて、この規程の規定を遵

守するとともに、その適正を確保するために必要な措置を自ら講じなければならない。 

２ 総括保護管理者は、必要に応じて前項の措置の内容を公表する。 

 

第４章 個人情報ファイル簿 

（個人情報ファイル簿の作成及び公表） 

第２８１８条 保護管理者は、当該部局において個人情報ファイル（法第７４１１条第２項

各号に掲げるもの及び法第７５同条第３項の規定により個人情報ファイル簿に掲載しな

いものを除く。以下この条において同じ。）を保有するに至ったときは、直ちに、別に定

める様式別記様式１に必要事項を記載し、総括保護管理者に届け出なければならない。 

２ 総括保護管理者は、前項の届出を受けたときは、速やかに法第７４１１条第１項第１号

から第７号まで、第９号及び第１０号に掲げる事項その他政令で定める事項各号並びに

及び法第１０８４４条の３各号に掲げるの事項を記載した帳簿（以下「個人情報ファイル

簿」という。）を作成し、本学の閲覧所（第３０２０条に定める開示窓口をいう。）に備え

て置くとともに、インターネットの利用その他の情報通信の技術を利用する方法により

公表する。 

３ 個人情報ファイル簿は、本学が保有している個人情報ファイルを通じて一の帳簿とす

る。 

（個人情報ファイル簿の変更等） 

第２９１９条 保護管理者は、前条第１項の規定により届け出た内容に変更があったとき、

保有個人情報ファイルの保有をやめたとき又はその個人情報ファイルが法第７４１１条

第２項第９７号に該当するに至ったときは、直ちに、別に定める様式別記様式２に必要事

項を記載し、総括保護管理者に届け出なければならない。 

２ 総括保護管理者は、前項の届出を受けたときは、速やかに個人情報ファイル簿を修正し、

又は当該個人情報ファイルについての記載を削除する。 

 

第５章 開示、訂正及び利用停止 

第１節 開示 

（開示請求） 

第３０２０条 法第７６１２条の規定に基づき、保有個人情報の開示を請求しようとする

者（以下「開示請求者」という。）は、所定の開示請求書を開示窓口に提出して行わなけ

ればならない。 

２ 前項の開示請求書の提出に際しては、法第７７１３条第２項に定める書類を提示し、又

は提出しなければならない。 

３ 第１項に定める開示窓口は、総務部法務室に置く。 



４ 前項に定めるもののほか、医学部附属病院（以下「病院」という。）に、病院において

管理する患者に関する保有個人情報に係る請求の処理を行うため、診療情報等開示窓口

を病院に置く。 

（開示請求書の補正） 

第３１２１条 前条第１項により提出された開示請求書に形式上の不備があると認めると

きは、開示窓口（診療情報等開示窓口を含む。第３３２３条及び第６２条を除き、以下同

じ。）において、開示請求者に対し、相当の期間を定めて、その補正を求めることができ

る。この場合において、開示請求者に対し、必要に応じて補正の参考となる情報を提供す

るものとする。 

（開示請求書の写しの交付） 

第３２２２条 開示窓口において開示請求書を受理したときは、開示請求者に開示請求書

の写しを交付するものとする。 

（開示請求書の写しの送付） 

第３３２３条 開示窓口において開示請求書を受理したときは、当該個人情報を管理する

保護管理者に開示請求書の写しを送付するものとする。 

（保有個人情報の提出） 

第３４２４条 保護管理者は、前条により開示請求書の写しの送付を受けたときは、当該保

有個人情報を総括保護管理者に提出しなければならない。 

（開示請求に対する措置開示等の決定通知） 

第３５２６条 総括保護管理者は、法第７８条から第８１条までに定める保有個人情報の

開示、不開示又は拒否の決定（以下「開示決定等」という。）開示決定等を行ったときは、

開示請求者に対し、所定の様式により通知しなければならない。 

（開示決定等の期限決定） 

第３６２５条 総括保護管理者は、第３１２１条の規定による補正に要した日数を除き、開

示請求があった日から３０日以内に、開示決定等法第１４条から第１７条までに定める

保有個人情報の開示、不開示又は拒否の決定（以下「開示決定等」という。）を行うもの

とする。 

（期限の延長） 

第３７２７条 総括保護管理者は、法第８３１９条第２項又は法第８４２０条の規定によ

り前第２５条に定める期限を延長するときは、所定の様式により、開示請求者に通知しな

ければならない。 

（事案の移送） 

第３８２８条 総括保護管理者は、法第８５２１条第１項又は第２２条第１項の規定によ

り事案を他の独立行政法人等又は行政機関の長に移送するときは、所定の様式により、開

示請求者に通知しなければならない。 

（第三者の意見聴取等） 



第３９２９条 法第８６２３条第１項又は第２項の規定により、開示決定等をするに当た

って第三者に意見書を提出する機会を与えるときは、総括保護管理者は、事前に所定の様

式により、当該第三者に通知するものとする。 

２ 法第８６２３条第３項の開示決定をするときは、総括保護管理者は、開示決定の日と開

示を実施する日との間に２週間以上の期間を設けるとともに、開示決定後直ちに、所定の

様式により、当該第三者に通知しなければならない。 

（開示の実施） 

第４０３０条 保有個人情報の開示は、法第８７２４条第３項による申出に基づき、当該保

有個人情報が、文書又は図画に記録されているものにあっては閲覧又は写しの交付によ

り開示窓口において（写しの交付について送付の方法によることを申し出た場合にあっ

ては郵送により）行い、電磁的記録に記録されているものにあっては当該保有個人情報ご

とに総括保護管理者が定めるところにより行う。 

（手数料） 

第４１３１条 開示請求者は、第３０２０条の規定による請求を行うに当たっては、総長が

別に定める方法により手数料を納付しなければならない。 

２ 手数料の額は、開示請求に係る保有個人情報が記録されている法人文書１件につき、３

００円とする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、診療情報等開示窓口における開示請求に係る手数料の納

付方法については病院の保護管理者の、手数料の額については京都大学医学部附属病院

諸料金規程（昭和４０年達示第２号）の定めるところによる。 

４ 保有個人情報の開示を受ける者で保有個人情報の写しの送付を希望するときは、前条

の規定による申出を行う際に、併せて郵送料を郵便切手で納付しなければならない。 

（権限及び事務の専決） 

第４２３１条の２ 総括保護管理者は、診療情報等開示窓口における開示請求に係る第３

５２５条から第４０３０条までに規定する権限及び事務について病院の保護管理者に専

決させる。 

第２節 訂正 

（訂正請求） 

第４３３２条 法第９０２７条の規定に基づき、保有個人情報の訂正（追加又は削除を含む。

以下同じ。）を請求しようとする者（以下「訂正請求者」という。）は、所定の訂正請求書

を開示窓口に提出して行わなければならない。 

２ 前項の訂正請求書の提出に際しては、訂正請求者は、法第９１２８条第２項に定める書

類を提示し、又は提出しなければならない。 

（訂正請求書の補正等に係る準用） 

第４４３３条 第３１２１条から第３３２３条まで及び第４２３１条の２の規定は、訂正

請求書の補正、訂正請求者への訂正請求書の写しの交付、保護管理者への訂正請求書の写



しの送付及び訂正請求に係る権限及び事務の専決について準用する。この場合において、

第３１２１条から第３３２３条までの規定中「開示請求書」とあるのは「訂正請求書」と、

「開示請求者」とあるのは「訂正請求者」と、第４２３１条の２中「開示請求」とあるの

は「訂正請求」と、「第３５２５条から第４０３０条まで」とあるのは「第４６３５条か

ら第５０３８条まで」と読み替えるものとする。 

（保有個人情報の訂正） 

第４５３４条 前条において準用する第３３２３条の規定により訂正請求書の写しの送付

を受けた保護管理者は、当該訂正請求に係る保有個人情報を調査し、当該訂正請求に理由

があると認めるときは当該保有個人情報を訂正して総括保護管理者に提出し、理由がな

いと認めるときはその理由を総括保護管理者に報告しなければならない。 

（訂正請求に対する措置等の決定通知） 

第４６３６条 総括保護管理者は、前条の提出又は報告に基づき、保有個人情報の訂正をす

る旨又は訂正をしない旨の決定を行ったときは、訂正請求者に対し、所定の様式により通

知しなければならない。 

（訂正決定等の期限決定） 

第４７３５条 総括保護管理者は、第４５前条の提出又は報告に基づき、第４４３３条にお

いて準用する第３１２１条の規定による補正に要した日数を除き、訂正請求があった日

から３０日以内に、前条保有個人情報の訂正又は訂正をしない旨の決定を行うものとす

る。 

（期限の延長） 

第４８３７条 総括保護管理者は、法第９４３１条第２項又は法第９５３２条の規定によ

り前第３５条に定める期限を延長するときは、所定の様式により、訂正請求者に通知しな

ければならない。 

（事案の移送） 

第４９３８条 総括保護管理者は、法第９６３３条第１項及び第３４条第１項の規定によ

り事案を他の独立行政法人等又は行政機関の長に移送するときは、所定の様式により、訂

正請求者に通知しなければならない。 

（保有個人情報の提供先への通知） 

第５０条 総括保護管理者は、訂正決定に基づく保有個人情報の訂正の実施をした場合に

おいて、必要があると認めるときは、当該保有個人情報の提供先に対し、遅滞なく、その

旨を書面により通知するものとする。 

第３節 利用停止 

（利用停止請求） 

第５１３９条 法第９８３６条の規定に基づき、保有個人情報の利用の停止、消去又は提供

の停止（以下「利用停止」という。）を請求しようとする者（以下「利用停止請求者」と

いう。）は、所定の利用停止請求書を開示窓口に提出して行わなければならない。 



２ 前項の利用停止請求書の提出に際しては、法第９９３７条第２項に定める書類を提示

し、又は提出しなければならない。 

（利用停止請求書の補正等に係る準用） 

第５２４０条 第３１２１条から第３３２３条まで及び第４２３１条の２の規定は、利用

停止請求書の補正、利用停止請求者への利用停止請求書の写しの交付、保護管理者への利

用停止請求書の写しの送付及び利用停止請求に係る権限及び事務の専決について準用す

る。この場合において、第３１２１条から第３３２３条までの規定中「開示請求書」とあ

るのは「利用停止請求書」と、「開示請求者」とあるのは「利用停止請求者」と、第４２

３１条の２中「開示請求」とあるのは「利用停止請求」と、「第３５２５条から第４０３

０条まで」とあるのは「第５４４２条から第５６４４条まで」と読み替えるものとする。 

（保有個人情報の利用停止） 

第５３４１条 前条において準用する第３３２３条の規定により利用停止請求書の写しの

送付を受けた保護管理者は、当該利用停止請求に係る保有個人情報を調査し、当該利用停

止請求に係る理由の存否、その理由及び当該利用停止請求に理由があると認めるときは、

当該利用停止が事務又は事業の適正な遂行に及ぼす影響について総括保護管理者に報告

しなければならない。 

（利用停止請求に対する措置等の決定通知） 

第５４４３条 総括保護管理者は、前条の報告に基づき、保有個人情報の利用停止をする旨

又は利用停止をしない旨の決定を行ったときは、利用停止請求者に対し、所定の様式によ

り通知しなければならない。 

（利用停止決定等の期限決定） 

第５５４２条 総括保護管理者は、第５３前条の報告に基づき、第５２４０条において準用

する第３１２１条の規定による補正に要した日数を除き、利用停止請求があった日から

３０日以内に、前条保有個人情報の利用停止又は利用停止をしない旨の決定を行うもの

とする。 

（期限の延長） 

第５６４４条 総括保護管理者は、法第１０２４０条第２項又は法第１０３４１条の規定

により前第４２条に定める期限を延長するときは、所定の様式により、利用停止請求者に

通知しなければならない。 

（診療情報等開示窓口における開示請求等に係る処理） 

第５７４４条の２ この章に定めるもののほか、診療情報等開示窓口における開示請求等

に係る処理に関し必要な事項は、病院の保護管理者が定める。 

第４節 審査請求 

（審査請求に対する措置） 

第５８４５条 総括保護管理者は、法第１０５４２条第１項の規定による審査請求が行わ

れ、同法第４３条第１項の規定により情報公開・個人情報保護審査会に諮問したときは、



所定の様式により、審査請求人その他法第１０５４３条第２項各号に掲げる者（次項にお

いて「審査請求人等」という。）に対し、諮問をした旨を通知しなければならない。 

２ 総括保護管理者は、審査請求を却下したとき又は審査請求に対する裁決をしたときは、

所定の様式により、審査請求人等に通知するものとする。 

（第三者からの審査請求を棄却する場合等における手続） 

第５９４６条 第３９２９条第２項の規定は、次の各号のいずれかに該当する裁決をする

場合について準用する。 

(1) 開示決定に対する第三者からの審査請求を却下し、又は棄却する裁決 

(2) 審査請求に係る開示決定等（開示請求に係る保有個人情報の全部を開示する旨の決

定を除く。）を変更し、当該審査請求に係る保有個人情報を開示する旨の裁決（第三者

である参加人が当該第三者に関する情報の開示に反対の意思を表示している場合に限

る。） 

 

第５章の２ 国立大学法人京都大学匿名非識別加工情報の提供 

（国立大学法人京都大学匿名非識別加工情報の作成及び提供等） 

第６０４６条の２ 本学は、国立大学法人京都大学匿名非識別加工情報（国立大学法人京都

大学匿名非識別加工情報ファイルを構成するものに限る。以下この章において同じ。）を

作成し、及び提供することができる。 

２ 職員等は、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、国立大学法人京都大学匿名加工

情報を提供してはならない。 

(1) 法令に基づく場合（この章の規定に従う場合を含む。） 

(2) 保有個人情報を利用目的のために第三者に提供することができる場合において、当

該保有個人情報を加工して作成した国立大学法人京都大学匿名加工情報を当該第三者

に提供するとき。 

３２ 職員等は、法令に基づく場合を除き、利用目的以外の目的のために国立大学法人京都

大学非識別加工情報及び削除情報（保有個人情報に該当するものに限る。）を自ら利用し、

又は提供してはならない。 

４３ 前項の「削除情報」とは、国立大学法人京都大学匿名非識別加工情報の作成に用いた

保有個人情報（他の情報と照合することができ、それにより特定の個人を識別することが

できることとなるもの（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を

識別することができることとなるものを除く。）を除く。以下この章において同じ。）から

削除した記述等及び個人識別符号をいう。 

（提案の募集） 

第６１４６条の３ 総括保護管理者は、毎年度１回以上、募集の開始の日から３０日以上の

期間を定めて、インターネットの利用その他の適切な方法により、本学が保有している個

人情報ファイル（個人情報ファイル簿に法第１０８４４条の３第１号に掲げる事項の記



載があるものに限る。以下この章において同じ。）について、次条の提案を募集するもの

とする。 

（国立大学法人京都大学匿名非識別加工情報をその用に供して行う事業に関する提案） 

第６２４６条の４ 前条の規定による募集に応じて国立大学法人京都大学匿名非識別加工

情報をその事業の用に供しよ取扱事業者になるための提案を行おうとする者は、所定の

提案書その他必要な書面を開示窓口に提出しなければならない。 

（提案の審査等） 

第６３４６条の５ 総括保護管理者は、前条の提案があったときは、当該提案が法第１１２

４４条の７第１項各号に掲げる基準に適合するかどうかを審査する。 

２ 総括保護管理者は、前項の規定により審査した結果、前条の提案が法第１１２４４条の

７第１項各号に掲げる基準に適合すると認めるときは、当該提案をした者に対し、次に掲

げる事項を書面により通知するものとする。 

(1) 法第１１３４４条の９の規定により本学との間で国立大学法人京都大学匿名非識別

加工情報の利用に関する契約を締結することができる旨 

(2) 納付すべき手数料の額 

(3) 手数料の納付方法 

(4) 手数料の納付期限 

(5) 国立大学法人京都大学匿名非識別加工情報の提供の方法 

３ 総括保護管理者は、第１項の規定により審査した結果、前条の提案が法第１１２４４条

の７第１項各号に掲げる基準のいずれかに適合しないと認めるときは、当該提案をした

者に対し、理由を付して、その旨を書面により通知するものとする。 

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等） 

第４６条の６ 法第４４条の８第１項において準用する独立行政法人等情報公開法第１４

条第１項又は第２項の規定により、個人情報ファイル簿に法第４４条の３第３号に掲げ

る事項の記載がある個人情報ファイルに係る第４６条の４の提案に係る審査をするに当

たって第三者に意見書を提出する機会を与えるときは、総括保護管理者は、事前に所定の

様式により、当該第三者に通知するものとする。 

２ 前項の意見書の提出の機会を与えられた第三者が第４６条の４の提案に係る国立大学

法人京都大学非識別加工情報の作成に反対の意思を表示した意見書を提出したときは、

当該提案に係る個人情報ファイルから当該第三者を本人とする保有個人情報を除いた部

分を当該提案に係る個人情報ファイルとみなして、この章の規定を適用する。 

（国立大学法人京都大学匿名非識別加工情報の作成等） 

第６４４６条の７ 総括保護管理者は、法第１１３条に基づき、本学が第６２４６条の４の

提案をした者と国立大学法人京都大学匿名非識別加工情報の利用に関する契約を締結し

たときは、当該提案に係る個人情報ファイルを保有する部局の保護管理者に、国立大学法

人京都大学匿名非識別加工情報の作成を指示するものとする。 



２ 保護管理者は、国立大学法人京都大学匿名非識別加工情報を作成するときは、特定の個

人を識別することができないように及びその作成に用いる保有個人情報を復元すること

ができないようにするために必要なものとして個人情報保護委員会規則で第１０条に定

める基準に従い、当該保有個人情報を加工しなければならない。 

３ 前項の規定は、国立大学法人京都大学匿名加工情報の作成の委託（２以上の段階にわた

る委託を含む。）を受けた者が受託した業務を行う場合について準用する。 

（国立大学法人京都大学匿名非識別加工情報に関する事項の個人情報ファイル簿への記

載） 

第６５４６条の８ 保護管理者は、当該部局において国立大学法人京都大学匿名非識別加

工情報を作成したときは、当該国立大学法人京都大学匿名非識別加工情報の作成に用い

た保有個人情報を含む個人情報ファイルについては、直ちに別に定める様式別記様式２

に当該国立大学法人京都大学匿名非識別加工情報の概要を記載し、総括保護管理者に届

け出なければならない。 

２ 総括保護管理者は、前項の届出を受けたときは、速やかに当該国立大学法人京都大学匿

名非識別加工情報の作成に用いた保有個人情報を含む個人情報ファイルについて、個人

情報ファイル簿に次に掲げる事項を記載しなければならない。 

(1) 国立大学法人京都大学匿名非識別加工情報の本人の数及び国立大学法人京都大学匿

名非識別加工情報に含まれる情報の項目 

(2) 次条の提案を受ける組織の名称及び所在地 

(3) 次条の提案をすることができる期間 

（作成された国立大学法人京都大学匿名非識別加工情報をその用に供して行う事業に関

する提案等） 

第６６４６条の９ 第６２４６条の４及び第６３４６条の５の規定は、前条第２項の規定

により個人情報ファイル簿に同項第１号に掲げる事項が記載された国立大学法人京都大

学匿名非識別加工情報をその事業の用に供しよする国立大学法人京都大学非識別加工情

報取扱事業者になろうとする者が行う提案について準用する。当該国立大学法人京都大

学匿名非識別加工情報について法第１１３４４条の９の規定により本学と国立大学法人

京都大学匿名非識別加工情報の利用に関する契約を締結した者が、当該国立大学法人京

都大学匿名非識別加工情報をその用に供する事業を変更しようとするときも、同様とす

る。 

（手数料） 

第６７４６条の１０ 法第１１３４４条の９（法第１１６４４条の１２第２項において準

用する場合を含む。次条において同じ。）の規定により本学と国立大学法人京都大学匿名

非識別加工情報の利用に関する契約を締結する者は、総長の定めるところにより、２１，

０００円に次に掲げる額の合計額を加算した額の手数料を納めなければならない。 

(1) 法第４４条の８第１項において準用する独立行政法人等情報公開法第１４条第１項



又は第２項の規定により意見書の提出の機会を与える第三者一人につき２１０円（当

該機会を与える場合に限る。） 

(12) 国立大学法人京都大学匿名非識別加工情報の作成に要する時間１時間までごとに

３，９５０円 

(23) 国立大学法人京都大学匿名非識別加工情報の作成の委託を受けた者に対して支払

う額（当該委託をする場合に限る。） 

２ 前条の規定により本学と国立大学法人京都大学匿名非識別加工情報の利用に関する契

約を締結する者は、総長の定めるところにより、次に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各

号に定める額の手数料を納めなければならない。 

(1) 次号に掲げる者以外の者 法第１１３４４条の９の規定により本学と当該国立大学

法人京都大学匿名非識別加工情報の利用に関する契約を締結する者が前項の規定によ

り納付しなければならない手数料の額と同一の額 

(2) 法第１１３４４条の９（法第１１６４４条の１２第２項において準用する場合を含

む。）の規定により本学と当該国立大学法人京都大学匿名非識別加工情報の利用に関す

る契約を締結した者 １２，６００円 

（国立大学法人京都大学匿名非識別加工情報の利用に関する契約の解除） 

第６８４６条の１１ 総長は、法第１１３４４条の９の規定により本学と国立大学法人京

都大学匿名非識別加工情報の利用に関する契約を締結した者が次の各号のいずれかに該

当するときは、当該契約を解除することができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により当該契約を締結したとき。 

(2) 法第１１１４４条の６各号（法第１１６４４条の１２第２項において準用する場合

を含む。）のいずれかに該当することとなったとき。 

(3) 当該契約において定められた事項について重大な違反があったとき。 

（識別行為の禁止等） 

第６９条 職員等は、国立大学法人京都大学匿名加工情報を取り扱うに当たっては、法令に

基づく場合を除き、当該国立大学法人京都大学匿名加工情報の作成に用いられた個人情

報に係る本人を識別するために、当該国立大学法人京都大学匿名加工情報を他の情報と

照合してはならない。 

（安全確保の措置） 

第４６条の１２ 保護管理者は、当該部局における国立大学法人京都大学匿名非識別加工

情報、国立大学法人京都大学匿名非識別加工情報の作成に用いた保有個人情報から削除

した記述等及び個人識別符号並びに第６４４６条の７第２項の規定により行った加工の

方法に関する情報（以下この条及び次条において「国立大学法人京都大学匿名非識別加工

情報等」という。）の漏えいを防止するために必要な措置を講じるものとする。 

３ 前２項の規定は、本学から国立大学法人京都大学匿名加工情報等の取扱いの委託（二以

上の段階にわたる委託を含む。）を受けた者が受託した業務を行う場合について準用する。 



（従事者の義務） 

第７０４６条の１３ 匿名非識別加工情報等の取扱いに従事する職員等若しくは又はこれ

らの職にあった者又は前条第３項の委託を受けた業務に従事している者若しくは従事し

ていた者は、その業務に関して知り得た国立大学法人京都大学匿名非識別加工情報等の

内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。 

（匿名加工情報の取扱いに係る義務） 

第７１条 総括保護管理者は、匿名加工情報（法第６０条第３項に定める行政機関等匿名加

工情報（国立大学法人京都大学匿名加工情報を含む）を除く。以下この条において同じ。）

を第三者に提供するときは、法令に基づく場合を除き、個人情報保護委員会規則で定める

ところにより、あらかじめ、第三者に提供される匿名加工情報に含まれる個人に関する情

報の項目及びその提供の方法について公表するとともに、当該第三者に対して、当該提供

に係る情報が匿名加工情報である旨を明示しなければならない。 

２ 職員等は、匿名加工情報を取り扱うに当たっては、法令に基づく場合を除き、当該匿名

加工情報の作成に用いられた個人情報に係る本人を識別するために、当該個人情報から

削除された記述等若しくは個人識別符号若しくは法第４３条第１項の規定により行われ

た加工の方法に関する情報を取得し、又は当該匿名加工情報を他の情報と照合してはな

らない。 

３ 総括保護管理者は、匿名加工情報の漏えいを防止するために必要なものとして個人情

報保護委員会規則で定める基準に従い、匿名加工情報の適切な管理のために必要な措置

を講じなければならない。 

４ 前２項の規定は、本学から匿名加工情報の取扱いの委託（２以上の段階にわたる委託を

含む。）を受けた者が受託した業務を行う場合について準用する。 

 

第６章 雑則 

（移送された事案の取扱い） 

第７２４７条 他の独立行政法人等又は行政機関から移送された事案に係る開示、訂正又

は利用停止に係る手続は、第３３２３条から前条までの規定に準じて取り扱うものとす

る。 

（関係省庁との連携） 

第７３４７条の２ 本学は、保有個人情報の適切な管理にあたって、個人情報の保護に関す

る基本方針（平成１６年４月２日閣議決定）を踏まえ、関係省庁と緊密に連携して行うも

のとする。 

（法務・コンプライアンス担当の副学長の協力） 

第７４４７条の３ 総括保護管理者は、本学における個人情報の保護に関し必要があると

認めるときは、法務・コンプライアンス担当の副学長に対して協力を求めることができる。 

（適用除外） 



第７５４８条 本学における行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律（平成２５年法律第２７号）に基づく特定個人情報等の取扱いその他特定個

人情報等の保護については、京都大学における個人番号及び特定個人情報の保護に関す

る規程（平成２７年達示第４９号）の定めるところによる。 

（その他） 

第７６４９条 この規程に定めるもののほか、本学における個人情報の保護に関し必要な

事項は、総括保護管理者が定める。 

 

   附 則 

１ この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

２ この規程の施行前に行われた本人からの同意取得、開示等請求、非識別加工情報の提供

に係る申請その他の取扱いについては、なお従前の例による。 

 

別記様式１ 

別記様式２ 

 


